
1 

 

平成３１（２０１９）年度施政方針 

 

柏崎市長  櫻 井 雅 浩 

 

はじめに 

 平成３１（２０１９）年度当初予算をご審議いただくに当たり、柏崎市民の

皆様、柏崎市議会の皆様に施政方針を申し述べます。わが国にとって、本年は、

５月１日から新しい元号となり新しい象徴を迎える節目の年となります。心よ

りの祝意を申し上げ、一国民としても、一地方自治体の長としても心を引き締

め、郷土、祖国の発展に身を尽くす所存であります。 

 昨年夏、個人的にドイツを訪問いたしました。初めての訪問でありました。

ヴァイマールに行きました。ご存じのとおり、その当時は最も民主的な憲法で

あると言われたヴァイマール憲法の発祥の地であり、文豪ゲーテ終焉の地でも

あります。劇作家シラーの作品の上演で有名な国民劇場を中心に、ドイツ古典

主義の都は、世界遺産にも登録されております。首都ベルリンからＩＣＥで２

時間２０分、面積８４㎢、人口６万４千。決して大きな都市ではありません。

しかし、感じるところ大でありました。革命主義と反革命主義のせめぎ合いか

ら生まれた「ヴァイマール文化」が今も生きていることを体感しました。古く

て、新しい。品格、矜持、多様性、豊かさ、希望。 

 私は、これまでにも増して、渾身の力を振り絞り市政運営に当たっていく覚

悟であります。改元というこの「晴れ」の年に地方自治体の長の立場に巡り合

わせた者の責務として、柏崎の今まで培ってきた品格を保ち、矜持を抱き、今

後一層の多様性、豊かさを求め、３年目となる第五次総合計画の施策の体系に
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沿って、施政方針の詳細を説明いたします。 

 なお、本演説において、「今年度」とは平成３１（２０１９）年度であり、「昨

年度」とは平成３０（２０１８）年度を指すことを、あらかじめ申し上げてお

きます。 

 

防災・生活・環境 ―「頼もしさ」をつなぐまちをめざして 

 柏崎・刈羽に存在する原子力発電所は、まさに国のエネルギー政策の根幹を

成す存在であります。一昨年、平成２９（２０１７）年１２月２７日、原子力

規制委員会が東京電力柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の安全審査の合格証に

当たる「審査書」を正式決定しました。しかるに、いまだ多くの住民、県民、

国民の理解が得られない状況は、どこに原因があるのでしょうか。 

 昨年夏、新たな「エネルギー基本計画」が出されました。残念ながら確固た

る覚悟を垣間見ることはできませんでした。柏崎・刈羽原子力発電所構内では

保管されている使用済核燃料が規定容量の８１％に達しております。一方、国

の核燃料サイクル施策において、帰結への方向性が見えません。 

 私は、東京電力ホールディングス㈱に対して６号機、７号機の再稼働を認め

る条件の１つとして、１号機から５号機までの廃炉計画を示すよう求めてきま

した。今年７月までにはその回答が出てまいります。その内容を踏まえ、新た

な条件付与の可能性を含め、今後の市としての原子力施策の方向性を見極めて

まいります。再稼働の議論に向けては、安全の確保と市民の理解を得ることが

最も重要であります。東京電力ホールディングス㈱に対しては、市民の視点に

立った誠実な対応と情報の公開を引き続き要請してまいります。また、国に対

しては、国が自らの責任において原子力発電所の安全を確保すること、原子力

防災対策においても、地域の実情を踏まえた課題の解決と防災対策の充実に、
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主体的に取り組むよう強く求めてまいります。「原子力災害対策特別措置法」の

改正を求め、予防措置、原子力関連施設立地自治体における災害時の復旧、復

興経費に関しては全面的に国が責任を負うことを法によって担保することを求

めます。 

 原子力防災対策においては、国、県、市町村および関係機関等と連携した机

上訓練および住民参加の原子力防災訓練を実施して、原子力災害に備えた広域

避難計画の実効性を検証し、内容の充実を図ってまいります。 

自然災害はもとより、万一の原子力災害に備え、現行の防災行政無線に代わる、

「防災情報通信システム」の整備に今年度着工いたします。 

 近年、記録的な豪雨災害など自然災害が相次ぎ、防災対策の一層の充実が求

められています。このため、６月に水害を想定した実践的な防災活動として地

域住民参加の総合防災訓練を中鯖石・南鯖石地区全域を対象に実施し、水防意

識の醸成を図り、地域防災力の向上を目指します。 

 新潟県が公表した新たな津波浸水想定および洪水浸水想定に基づき、それぞ

れのハザードマップおよび最新の防災に関する知識を盛り込んだ「防災ガイド

ブック（自然災害編）」を作成し、全世帯に配布することで地域防災力の向上に

努めます。 

 平成２８（２０１６）年度から防災士養成講座を開講し、これまで１１７人

の防災士が誕生しました。今年度も、地域の防災リーダーとして活動の中心的

役割を担う人材育成に引き続き取り組みます。 

 昨年は、７月の西日本豪雨や９月の台風２１号による浸水被害など甚大な被

害をもたらす災害が日本各地で多数発生しました。このため、本市においては、

鵜川治水ダムの早期完成や鵜川・鯖石川などの河川改修工事の促進について、

事業主体である新潟県に強く要望するとともに、城東・宮場町地内の浸水被害
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軽減に向けた施設整備に必要となる用地測量などを行い、事業の進捗を図りま

す。あわせて、市街地低地部の内水対策について、平成２９（２０１７）年度

から着手した柏崎雨水ポンプ場の改築更新・耐震補強工事が完了します。また、

浸水被害のある桜木町・春日二丁目の雨水幹線、松波二丁目ほかの枝線改良工

事を実施します。 

 ライフライン機能保全のため、水道事業は、赤岩ダムの電気計装設備改良工

事に着手します。また、引き続き、赤坂山浄水場の５拡・６拡配水池耐震化工

事を実施するとともに、水道管路の耐震化を進めます。 

 下水道事業は、柳橋汚水中継ポンプ場の改築更新・耐震補強工事と農業集落

排水西山南部地区の機能強化対策事業に着手します。 

 過疎化・高齢化が進む中、冬期間も安全・安心に生活ができるよう、引き続

き、除雪体制の堅持に努めてまいります。 

 快適で利便性の高い公園環境を提供するため、都市公園の長寿命化計画に基

づき、老朽化した公園施設の更新対策を進めるとともに、白竜公園については

その公園機能の一部見直しを行い、再整備に取り組みます。 

 空き家対策については、本市の指針となる「柏崎市空家等対策計画」に基づ

き、昨年締結した県内１１の関係団体との連携協定を活用し、空き家の発生予

防と適正な管理および所有者への意識啓発や相談に対応し、空き家の流通と活

用促進に取り組んでまいります。また、空き家の活用事業として「空き家バン

ク」制度の本格運用を実施するとともに、管理不全の空き家になる前に有効な

住宅ストックとして流通が行われるよう、家の中に残された家財の処分に係る

費用に対する補助制度を創設します。空き家の適正な管理は、所有者の責任で

あります。市による空き家の解体につきましては、緊急性や危険性などを勘案

しながら慎重に判断してまいります。 
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 道路や橋りょうを始めとする社会基盤は、市民の日常生活、経済活動を支え

るとともに、災害時の住民避難と復旧復興に必要不可欠であります。 

 国道８号柏崎バイパスは、剣野地区のトンネル工事が順調に進捗しており、

西側鯨波までの供用開始時期のめどが立ってまいりました。また、国道８号バ

イパスへのアクセス道路として、都市計画道路「宝田北斗町線」の未整備区間

の道路新設事業に着手してまいります。 

 昨年度、用地取得に着手した国道３５２号荒浜バイパスについては、早期の

工事着手に向けた働き掛けを行うなど、幹線道路ネットワークの整備促進を

国・県に強く訴えてまいります。 

 消防の分野では、最新鋭の救助工作車導入などにより体制を一層強化し、安

全・安心の確保を図ってまいります。消防団活動に対しては、救命胴衣などの

団員に必要な装備を順次整備するとともに、団員の確保に向けて事業者や地域

住民の理解促進に努めてまいります。 

 新潟県中越沖地震から１１年が経過し、また、全国各地で地震・台風・豪雨

などの大規模な自然災害が多発している中で、中越沖地震の経験と教訓を風化

させることなく次世代に継承していく必要があります。 

 公益財団法人新潟県中越沖地震復興基金からの追加の交付金を中越沖地震メ

モリアル基金として積み立てるとともに、この基金を活用して、中越沖地震メ

モリアル施設を防災教育の拠点とし、災害時に地域と小・中学校が連携するこ

との大切さを学ぶ柏崎らしい防災教育を構築してまいります。 

 福島第一原子力発電所事故により長期化する避難生活を本市で送られている

方々に対しては、引き続き、心に寄り添った細やかな支援を行ってまいります。 

 犯罪を未然に防ぐため、地域や防犯関係団体と連携しながら、防犯メールな

どによる犯罪情報の発信、地域防犯リーダーの育成、犯罪が起こりやすい箇所
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を地域自ら点検する地域安全マップづくり活動などの地域防犯活動を推進する

とともに、防犯灯のＬＥＤ化を進めてまいります。 

 豊かな環境を次世代に継承するため、昨年度に策定した環境基本計画第３次

計画で掲げる取り組みを着実に実施します。 

 地球温暖化対策では、未来の担い手である小・中学生を対象とした環境教育

プログラムの授業を拡大し、環境意識の醸成を図ります。また、温室効果ガス

の排出量の削減に向け、市民や事業者の低炭素型設備機器導入を引き続き支援

します。 

 環境負荷の少ない循環型社会の構築を推進する３Ｒの取り組みをより進める

ため、ごみの排出抑制を目的として、食品ロスの削減に向けた新たな取り組み

を実施します。また「資源物・ごみの分別ガイドブック」を５年ぶりに改訂し、

全戸に配布します。 

 廃棄物処理施設については、適正な維持管理を継続するとともに、新たなご

み処理施設整備に向け建設検討委員会を立ち上げ、施設整備基本計画を策定し

ます。 

 斎場の大規模改修は、５カ年計画の最終年度となり、電話設備の改修工事に

取り組みます。 

 市から市民の皆さまへ配布させていただく大切なお知らせ、例えば防災ガイ

ドブック、先ほど申し上げた「資源物・ごみの分別ガイドブック」など、いつ

でも手元において参照できるよう、今年度、このような冊子を閉じ込むための

バインダーを全戸に配布します。 

 次に、公共交通に関してであります。路線バスについては、運行事業者と協

調しながら、更なる利用促進に力を入れます。これまで市街地循環バス２路線

で６５歳以上を対象に実施してきた高齢者割引制度は、利用促進の効果が見ら
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れることから、１０月から越後交通㈱が運行する市内全路線に拡充します。ま

た、割引回数券の販売場所も拡大し、購入の利便性を高めます。 

 イトーヨーカドー丸大柏崎店の閉店に伴い、バスの運行経路上に商業施設が

無くなり、買い物などが不便となった西部地区の利便性を確保するため、路線

を東本町、柏崎ショッピングモールフォンジェ方面まで延伸します。これに合

わせて、一部路線では、新たに介助ボランティアが同乗する買い物バスとして

運行します。また、運行事業者からは、一部路線の廃止の申し出もあることか

ら、将来を見据えて、地域の実情に見合った持続可能な交通体系の検討を進め

ます。 

 タクシーについては、誰もが安全・安心で快適に利用できる環境整備を推進

し、公共交通としての役割を高めていくため、ユニバーサルデザインタクシー

の普及促進を図る補助制度を設けます。 

 鉄道交通については、現行の列車ダイヤの改善を始め、強風、雪対策などの

列車の安定運行や利便性の向上について、引き続き、鉄道事業者に要請を行っ

てまいります。また、県や関係機関と連携しながら、鉄道利用の促進や、上越

新幹線と北陸新幹線とを結ぶ信越本線などの鉄道交通ネットワークの強化や高

速化に取り組みます。しかしながら、人口減少に伴い、今後の公共交通の在り

方については、現状の方策に手直しを加えた程度では、もはや問題の根本的解

決は困難な状況にあることも事実です。新しい発想を取り入れ、抜本的な対応

策を、今年度から早急に検討してまいります。 

 

産業・雇用 ―「豊かさ」をつなぐまちをめざして 

 本市企業の９割以上を占める中小企業・小規模事業者の円滑な資金需要に対

応する制度融資のほか、借入時に係る信用保証料の一部を市が負担することに
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より、引き続き、事業者の持続的な発展を支援します。 

 人手不足・人材不足が重要課題となっている中、若者の地元定着と柏崎管内

の労働力を確保するため、市内外の高校生を対象に企業見学会と事業者対象の

人材確保セミナーを実施します。あわせて、市内に本社がある中小企業などに

対し、就職情報サイトへの登録に係る経費を新たに助成します。また、市内二

大学への大学生就職促進事業補助金を継続し、地元企業などへの求人開拓およ

び学生の就職相談に対応する就職支援相談員の配置を支援します。 

 いわゆる働き方関連法（働き方改革を推進するための関係法律の整備に関す

る法律）が本年４月から段階的に施行されます。本市としても、その啓発に努

めるとともに、働きやすい職場環境を確保するため、育児休業取得の促進や女

性が働きやすい環境づくりに引き続き取り組みます。加えて、障がいのある方

の雇用率の向上とその理解を深めるため、引き続き、障がい者活躍推進アドバ

イザーを設置するとともに、障がい者トライアル雇用助成金により、試行的に

雇用を行った市内事業者に対し助成金を交付することで障がい者雇用の促進を

関係機関と連携して図ってまいります。 

 商業においては、市内商工団体の事業補助を実施する他、柏崎あきんど協議

会が実施する各種事業や商業活性化イベント事業により、意欲ある商業者を支

援します。柏崎市創業支援事業計画に基づき、創業支援事業者が実施する「柏

崎・社長のたまご塾」などを通して多様な創業者の輩出に努めます。あわせて、

かしわざき創業者支援補助金により「創業しやすいまち柏崎」の実現を目指し

ます。 

 昨年度から取り組んでいる地域ブランドづくり支援事業では、地場産品や特

産品の開発力強化と販路拡大に積極的に取り組む中小企業者を支援することに

より、本市産品のブランド力強化を図ります。中心市街地にあるモーリエ駐車
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場については、経年劣化が激しい外壁の改修工事を実施し、利用者の安全確保

を図ります。 

 観光においては、海や山などの豊かな自然、海の大花火大会、松雲山荘など

の多様な観光資源の魅力向上に取り組むとともに、群馬県をターゲットに、通

年観光の実現と交流人口の拡大に向けた取り組みを実施します。 

 広域観光推進事業では、昨年度に引き続き「ぎおん柏崎まつり海の大花火大

会」のＢＳテレビ生中継により全国に発信します。また、首都圏での海の大花

火大会のＰＲ活動にも取り組み、知名度向上と誘客拡大を図ります。松雲山荘

への更なる誘客促進を図るため、老朽化したトイレ棟の改築工事を実施し、利

用者の快適性と観光施設としての魅力の向上を図ります。 

 新規事業の観光ひと・まちづくり支援事業では、今年度一年限りの事業では

ありますが、中越沖地震復興基金の財源を活用し、新たな観光価値の創出や実

施体制の強化を図る取り組みに対して支援を行います。その一つとして、日本

初の子ども海水浴場となる「柏崎・米山こども海水浴場」の開場を目指し、支

援いたします。 

 海の柏崎ＰＲ事業では、番神自然水族館体験メニューおよびビーチベンチプ

ロジェクトを継続し、夏季の観光ＰＲの強化と併せて春や秋の海の魅力の発信

にも力を入れてまいります。また、国内外から選ばれる観光地域づくりを進め

るため、柏崎市観光ビジョンの策定に着手し、中長期的な視点に立った目標や、

より戦略的な取り組みを見いだします。さらに、観光地域の基盤づくりを目指

し、市内の観光協会の統合に向けた協議を関係者と連携して進め、観光協会を

核に市民や企業が自立して活動できる仕組みづくりを進めます。 

 本市の基幹産業は、工業であります。ものづくり産業の精密かつ高度な技術

を将来まで継承し、地域としての優位性を高めるため、マイスターカレッジな
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どの人材育成事業に加え、今年度は、資格取得のための技能検定料や研修受講

料を支援する制度を新たに創設し、優れた若手技術者の育成を支援します。ま

た、若者のものづくり産業への理解を深め、地元定着を図るため、高校生に対

し、市内ものづくり企業でのインターンシップによる実技体験の場を十分確保

できるよう取り組みを進めます。 

 ものづくり企業への支援策といたしましては、これまでの中小企業者設備投

資支援補助金制度を終了し、昨年度から実施している、先端設備導入による固

定資産税ゼロの税制優遇に加え、新たに「ものづくりリーディングカンパニー

成長投資助成金」を創設し、生産性の向上とともに新規雇用を促進します。ま

た、成長産業への新規参入や、企業ブランドの向上と高付加価値化を図るため

「国際規格認証取得支援助成金」を新設し、昨年度に創設した「知的財産権取

得支援助成金」とともに、企業の競争力を強化するための支援をしてまいりま

す。さらに、企業振興条例に基づく各種奨励金の交付および固定資産税の不均

一課税の適用などに加え、見本市への出展や開放特許の活用などによる市内企

業と県外企業とのマッチングを進める取り組みを展開し、稼ぐ力の拡大を積極

的に支援してまいります。 

 柏崎市のもう一つの特徴である情報産業については、情報産業育成振興事業

を新設し、現在、売上規模４８億円程度であるものを、２０２８年までに７０

億円にすべく力強く支援してまいります。具体的には、情報政策官による経営

相談、高度ＩＴ人材の育成、ＩＴ商品の開発支援、知的財産権および国際規格

認証の取得支援を柱に経営基盤の強化を推進するとともに、ＩｏＴ・ＡＩの導

入促進のため、昨年採択された「地方版柏崎市ＩｏＴ推進ラボ」の取り組みを

強化し、新たなイノベーションをものづくり産業と情報産業の成長の原動力に

つなげてまいります。また、２年目となる廃炉産業に関する調査研究について
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は、勉強会などを立ち上げて引き続き取り組んでまいります。 

 柏崎フロンティアパークへの企業誘致については、先月新たな企業の進出が

決定したところでありますが、その他にも進出に向けた協議を行っている企業

があることから、立地の早期実現に向けて全力で取り組んでまいります。引き

続き、電源立地地域の特性をいかした電気料金の大幅補助や企業立地促進助成

金の拡充といった優遇制度を軸に、さまざまな情報収集に努め、更なる企業立

地の実現を図ってまいります。 

 農業においては、市内全域で策定された「人・農地プラン」の見直しのため

の地域での話合いを進め、農地中間管理事業を活用した農地の集積・集約化に

よる生産コストの削減や担い手の確保・育成など、地域農業の維持発展に努め

てまいります。 

 米政策では、昨年デビューした柏崎ブランド米「米山プリンセス」の生産拡

大とＰＲを強力に進め「米山プリンセス」のみならず、おいしい柏崎産米の有

利販売の取り組みを進めてまいります。また、水田を有効に活用し、農業所得

の向上を図るため、高収益作物の生産振興に取り組んでまいります。 

 新規就農対策として、国の事業である青年就農支援事業を活用しながら新規

就農者に対する支援を継続するとともに、市外から移住された方に対して、就

農初期段階を支援する市単独事業「Ｕ・Ｉターン者就農支援」により、引き続

き新規就農者の確保に努めてまいります。 

 農村地域については、地域資源の適切な保全管理のための「多面的機能支払

交付金」や「中山間地域等直接支払制度」を有効に活用し、農村地域の維持・

発展に努めてまいります。また、食の地産地消を推進するため「秋の収穫祭」

を始めとするイベントによる周知・啓発活動の充実および地場産食材を使用す

る「地産地消推進店」の登録数の増加を図りながら、地場産食材の利用拡大に
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取り組んでまいります。 

 恒常的に農業用水が不足している柏崎刈羽平野の水田に、昨年夏のような少

雨・高温の天候に対しても安定した農業用水の確保を図るために建設中の国営

農業用ダムの「市野新田ダム」は、堤体や貯水池の安全性を確認する試験湛水

が始まりました。残りの周辺整備を完了させ、２０２０年春の稼働を目指して

おります。また、農業用水を受益地まで安定して均等に配分する、県営かんが

い排水事業の完成も近づいてきています。受益地における生産性向上や収益改

善に不可欠な農地の大区画化である「県営ほ場整備事業」は、長嶺、高田南部

など全８地区において引き続き事業を推進するとともに、黒滝、和田などの４

地区では事業採択に向けた計画策定をし、今後は、経営体による少人数でも持

続可能な農業の実現に向け、計画的な整備を行ってまいります。上条地区では

「農村振興総合整備事業」により、農村環境の改善と農業施設の整備などを実

施してまいります。 

 老朽化した農業用排水施設は、機能維持と長寿命化を図るため、吉井、春日、

宮場および長嶺地区において改修を行ってまいります。 

 林業においては、森林経営管理法が今年度から施行され、林業の成長産業化

の実現と森林資源の適正な管理を図る、新たな「森林経営管理制度」がスター

トします。これに関連して森林管理に係る費用の財源として森林環境譲与税が

新たに交付されますが、初年度としては森林所有者へこの制度を周知すること

と、計画的に整備する区域の選定を行うとともに、担い手の中心である柏崎地

域森林組合の新規雇用促進を支援してまいります。 

 水産業においては、漁業者が供給する新鮮な水産物は、海の柏崎の魅力の一

つでありますが、就業者が減少している漁業を持続するためには、漁業者のコ

スト削減や収益改善が必要と考えております。このため、既存水産物の認知度
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向上のためにブランド化を目指し、新たな販路開拓の可能性を探るために、引

き続き県外でＰＲ活動を行うとともに、新たにヒゲソリダイに係る養殖漁業の

取り組みに対し支援してまいります。 

 昨年３月に策定した「柏崎市地域エネルギービジョン」に沿った具体的な取

り組みに、今年度から着手してまいります。昨年行いました事業峻別によって

生み出された原資を基とした新たな産業構築への投資であります。「地域エネル

ギー会社」設立の可能性を含め、そのロードマップは、本日皆さまのお手元に

配布したとおりであります。本市の将来を大きく左右するとも言える最重要施

策であります。社会経済情勢や技術動向に細心の注意を払いながら、慎重かつ

大胆に歩を進めてまいります。 

 交流観光の拠点である高柳町のじょんのび村については、昨年度経営状況の

悪化が著しいことが明らかとなりました。その早急な改善に向け、企画経営部

門への専門的な支援を行います。老朽化した楽寿の湯の改修工事も実施します。 

 西山ふるさと公苑においては、西山インターを利用して訪れる観光客に向け、

ふるさと公苑を紹介する看板を設置し、周辺施設との連携を強化しつつ、誘客

拡大を図ってまいります。 

 

健康・福祉 ―「健やかさ」をつなぐまちをめざして 

 誰もがいつまでも健康で住み慣れた地域で暮らし続けたいものです。また、

病気になったときや介護が必要となったときには、速やかに各種サービスや支

援を受けられるよう、社会全体で支え合えるまちにしたいものです。しかし、

医療介護を支える体制、人材の確保は厳しい状況が続いております。特に、高

齢化に伴い要介護者が増加している中で、介護人材の確保・育成を図る必要が

あります。これまでの有資格者就職支援事業の継続に加え、夜勤職員の夜勤手
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当増額への補助による処遇改善、無資格者の雇用と資格取得費への補助による

人材確保、職員の資格取得費への補助によるスキルアップの３つの新たな補助

事業を創設します。これらは、事業峻別による原資を基とした現在の課題解決

への投資の一つであります。医療については、救急輪番制病院の運営や医療機

器整備の支援を引き続き行うとともに、休日・夜間急患センターに月１回外部

医師を招へいし、体制確保と運営の安定を図ります。 

 また、その実態を市民の皆様から理解していただくことも必要です。介護事

業所や職員の様子を、市のホームページや広報で情報発信するなど、介護のイ

メージアップと認知度向上を図ります。また、地域医療への理解促進を図るた

め、地域医療啓発講座や出前講座などを継続して実施いたします。 

 一方で、できるだけ医療や介護が必要とならないように市民一人一人が自ら

の健康に関心を持ち、望ましい生活習慣の実践、心身両面にわたる健康の保持・

増進に主体的に取り組むことが大切です。 

 介護予防では、市内１８６会場で３，７００人余りの方が毎週取り組んでい

る「コツコツ貯筋体操」を運動サポーターの協力を得て継続して実施いたしま

す。加えて、柏崎ショッピングモールフォンジェ内に「コツコツ貯筋体操セン

ター」を開設し、より多くの方に介護予防の輪を広げるとともに、買い物支援

や地域経済振興など複合的な目的に資する場を市民へ提供します。 

 疾病予防として、糖尿病を始めとする「生活習慣病」や「がん疾患」などの

発症や重症化を予防するため、職域と連携した受診しやすい体制を整えながら

定期的な健診受診の促進を図ります。また、保健指導・各種健康相談の充実や

健康ポイント制度の活用により、市民自らの生活習慣の改善をお手伝いいたし

ます。 

 歯科保健では、歯周病検診（口腔健診）の対象年齢を拡大し、また、糖尿病
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専門医による口腔ケアの重要性に関わる講演会を開催するなど、歯や口腔の予

防への取り組みも推進します。 

 本年４月から、教育相談事業は教育分館３階へ、ひきこもり支援事業は元気

館２階へ事務所を移転し、関係部署・機関と一層連携して相談支援体制を強化

します。ひきこもり支援センター「アマ・テラス」は、開設２年目となります

が、相談窓口の周知、保護者支援の場の充実などに努めてまいります。 

 自殺予防対策では、周囲が気付き、声を掛け、必要な支援につなげ、見守る

体制の強化を図るため、ゲートキーパー養成研修を幅広く実施します。また、

若年層に対しては、自ら発信する力を養成するための支援の充実を図るなど、

改訂する柏崎市自殺対策行動計画に基づき、事業を推進してまいります。 

 国民健康保険事業は、県が財政の運営主体となる制度改革から２年目となり

ます。現行税率を据え置き、引き続き事業の安定運営に努めてまいります。 

 介護保険事業は、第７期介護保険事業計画に基づき「地域包括ケアシステム」

の構築を引き続き、進めてまいります。行政、地域住民、地域包括支援センタ

ーなどの関係機関が連携しながら、地域課題に対しそれぞれ主体的に取り組み

を進めてまいります。くらしのサポートセンター事業や、生活支援コーディネ

ーターにより地域活動の更なる推進を図るなど、地域全体で支え合う体制の構

築を支援してまいります。 

 生活に困窮している方々に対する支援としては、本人の状況に応じた各種相

談や自立に向けた就労支援などの取り組みを進めます。また、子どもの学習支

援は生活習慣の改善につながったとの声もいただくなど成果を挙げており、引

き続き、推進を図ってまいります。 

 第四次障害者計画による共生社会の実現と障がいを理由とする差別の解消に

向けた施策の推進と環境整備に取り組みます。また、障がいのある人の日常生
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活を支援するための各種障害福祉サービスの確保や提供体制の整備を進めると

ともに、地域移行や就労支援に引き続き取り組んでまいります。 

 西山町地域の健康福祉の拠点であるいきいき館においては、空調設備、屋上

防水の改修を行い、安心・快適に利用できる施設として、より一層の利用者の

増加に努めます。 

 安心して子どもを生み育てられるまち、柏崎を目指して、第二期子ども・子

育て支援事業計画をニーズ調査の結果を踏まえて、策定します。 

 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を目指し、妊娠初期からの早

期支援を充実してまいります。具体的には、母子健康手帳交付時に保健師、助

産師などの専門職が、健康相談を含めて面談し、よりきめ細やかな早期支援を

行います。放課後児童対策では、新たに枇杷島小学校内に枇杷島第二児童クラ

ブを開設し、受け入れ児童数を拡充します。現在、直営の児童クラブと枇杷島

第二児童クラブを含め９カ所の児童クラブを社会福祉協議会へ運営委託するこ

とにより、全ての児童クラブが運営委託となります。保育園では、将来の統合

も見据え、老朽化した中鯖石保育園を２０２１年４月に鯖石小学校内に移転す

るための工事設計業務の委託を行います。また、施設整備を計画している法人

に補助金を交付することにより、子育て支援施設の環境整備を支援します。１

０月から予定されている幼児教育・保育の無償化については、詳細がはっきり

把握できた段階で、必要となるシステム改修などを行い、準備を整え、子育て

世代の財政的負担を軽減してまいります。 

  

教育・スポーツ ―「たくましさ」をつなぐまちをめざして 

 学校教育では、「学校教育活動推進事業」に重点的に取り組み、学齢に応じた

理解しやすい授業づくりと特色ある教育活動を推進します。「かしわざきこども
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大学事業」を子ども未来部から教育委員会に移管し、幼児期から青少年期まで

の一貫した教育体制の中で、郷土愛と豊かな社会性を持った人材の育成を、地

域ぐるみで進めます。 

 学習および生徒指導の充実を図るため、指導補助員もさらに増員し、子ども

たちそれぞれの個に応じた教育の充実と教職員の負担軽減に努めます。また、

特別支援教育に対するニーズが年々高まっていることから、特別支援学級介助

員をさらに増員いたします。 

 柏崎小学校内に移転した教育センターにおける教職員の研修内容をさらに充

実させ、児童生徒への指導方法のスキルアップはもとより、教職員が主体性を

持って自らの資質、能力を高められるよう支援します。また、学校併設型の利

点を生かした実践的研究を進め、その成果を市内各校へ発信します。 

 学校施設関係では、小・中学校のエアコン設置工事の早期完成を目指し、事

業を推進します。これにより、大規模改修を控えている半田小学校と鯖石小学

校の２校を除く全ての小・中学校の整備が完了します。 

 小学校は、長寿命化計画に基づき、比角小学校の第２期の大規模改修工事と

築４０年を超えた半田小学校の大規模改修工事（第１期）に取り組む他、日吉

小学校の屋内体育館およびグラウンドの整備を行い、年度内の完成を図ります。 

 中学校は、第三中学校のグラウンドを改修するとともに、東中学校の基本設

計を行います。また、災害時における避難者の利便性とＩＣＴ授業（※）の質

の向上を図るため、前年度の小学校に引き続いて中学校に無線ＬＡＮを設置し

ます。 

※ＩＣＴ授業とはコンピューターやインターネットなどの情報通信技術を活用

して行う授業のこと。 
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 給食施設整備事業では、老朽化した西部、北部、北条共同調理場の３施設で

改修工事を行い、安全・安心な給食の提供に努めます。図書館では、老朽化し

た室外冷却塔の修繕工事を実施し、空調設備の適正な維持管理に努める他、利

用者の様々なニーズに対応した書籍やＣＤ、ＤＶＤなどの資料を整備し、市民

生活と文化・学習活動の充実を支援します。 

 スポーツ関係では、７月に韓国で開催される世界水泳に出場するセルビア共

和国男子水球チームが、事前のキャンプを本市で実施します。来年に迫った東

京オリンピック・パラリンピックに向けて、水球を通じたホストタウン事業を

進め、国際交流の推進とインバウンドの拡大を図ります。 

 スポーツ施設の計画的な整備を進めるため、柏崎市総合体育館の空調設備改

修工事を完遂するとともに、各施設のトイレの改良工事を継続します。 

 また、３カ年計画で新潟県と共同で実施している県立柏崎アクアパーク大規

模改修工事は、２年目の事業として空調、ボイラーなどの設備工事を実施しま

す。 

 

魅力・文化 ―「柏崎らしさ」をつなぐまちをめざして 

 まず、現庁舎跡地の利活用につきましては、民間需要による活用提案調査を

行うとともに、公的活用の可能性についても検討を行ってまいります。 

 シティセールスの最終目標を「定住人口の増加」と定め、昨年度からあらゆ

る施策分野で、このことを意識して事業を進めてきております。私は、この事

業の推進に当たっては、職員に対して「アナログ的手法で泥臭く汗をかく」よ

う、繰り返し指示してまいりました。 

 そうした職員の取り組みに加え、柏崎シティセールス推進協議会による精力

的活動もあって、柏崎ファンクラブの会員数やふるさと納税額も順調に伸びて
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きております。今年度も引き続き、泥臭く汗をかきながら、移住・定住促進施

策を行い、効果的なイベント開催をしてまいります。 

 また、昨年度まで柏崎ショッピングモールフォンジェ内に設けてきた「柏崎

Ｕ・Ｉターン情報ステーションサテライト」を閉じ、Ｕ・Ｉターンのみならず、

本市のあらゆる情報発信を市内外の方々に効果的に行い、そこに集う多種多様

な人々・組織の交流により、にぎわいとアイデアを創造していく、地域振興の

ための新たな拠点施設を、駅前ふれあい広場跡地内に、今年夏から開設いたし

ます。 

 また、国・県の施策に呼応し、東京２３区内からの移住・就業者への支援補

助金制度を、これまでの支援制度と合わせて実施いたします。 

 市内の２大学の支援について申し上げます。両大学とも、入学者数は、定員

の７割から８割程度にとどまっている状況が続いており、憂慮しております。

このような中、２つの大学とも、昨年、新しい奨学金制度を創設・発表し、学

生確保に努力されているところですが、今年度の入学予定者数を見る限り、ま

だその効果は現れていないと感じております。 

 新潟工科大学に関しましては、新たな奨学金制度に「柏崎枠」が設けられま

した。市としましては、柏崎がものづくりのまちであることに鑑み、昨年度か

らその原資を寄附してまいりました。今年度も継続して寄附を行ってまいりま

す。 

 新潟産業大学に対しては、大学経営の観点からすれば、非常に厳しい状況に

あるといっても過言ではありません。現状に目を見開き、大学経営陣の強いイ

ニシアティブ、新たなる決断に期待いたします。市としましては、入学者数の

増加と経営の安定のため、評価が高まってきている附属高等学校との連携強化

を一層図っていただきたく、学校法人柏専学院全体への支援を図ってまいりま
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す。 

 文化・生涯学習関係では、９月１５日から１１月３０日まで「第３４回国民

文化祭・にいがた２０１９」と「第１９回全国障害者芸術・文化祭にいがた大

会」が、新潟県で初めて開催されます。本市では、４つの主催事業を中心に、

県や近隣市町村と連携した事業を順次開催し、国内最大の文化の祭典を通じて

本市の魅力を全国に発信します。 

 博物館では、リニューアルした施設のＰＲを進め、国民文化祭の開催期間に

合わせ、柏崎で受け継がれる「天神さま」をテーマとした企画展を開催します。

また、地域の文化・風土を学習できるＷＥＢミュージアムの一層の充実を図る

他、柏崎の宝である国指定重要無形民俗文化財「綾子舞」の伝承と保存、後継

者の育成に引き続き取り組みます。 

 国際交流については、友好交流都市である中国淮安市淮安区との相互交流を

行います。次世代を担う中学生の国際感覚の醸成を図るため、訪問団を派遣す

べく淮安区側と協議を進めてまいります。 

 

自治経営 ―多様な主体と共創し共育するまちをめざして 

 拉致問題を含む人権教育や啓発、平和を希求する取り組みについては、引き

続き着実に行ってまいります。再来年度に予定しております男女共同参画基本

計画の改定に向けて、市民アンケートを実施いたします。 

 今後の行政においては、民間企業や高等教育機関、そして市民や地域コミュ

ニティとの協働は、不可欠であります。 

 柏崎リーダー塾については、これまでの活動を検証した上で、新たに第４期

の募集を行います。引き続き、産業界、大学、行政が連携しながら、公共の視

点を持ちながら課題を考え、行動し、解決する柏崎の次代を担うリーダーの育
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成に取り組んでまいります。 

 市民の地域活動の拠点であるコミセンについては、長寿命化を図るため、計

画的に大規模改修工事に取り組みます。 

 地域おこし協力隊については、昨年度に岩之入、矢田、高柳町荻ノ島、高柳

町門出の４地区で隊員募集を行いました。応募者があった地区から、順次受け

入れを行ってまいります。地域の皆さまの主体的取り組みに期待をしておりま

す。 

 行政サービスについては、内部事務効率化を目指し、引き続きＡＩ（人工知

能）、ＲＰＡ（事務のロボット化・自動化）の導入や窓口業務アウトソーシング

に取り組んでまいります。また、高柳町事務所においては、人口減少地区にお

ける新たな行政サービスの在り方として、証明書などの出前交付を開始いたし

ます。県内では初めて、国内でもまだ数少ないサービスであります。これは、

市民の方からの申請に基づき、各種証明書類をご自宅まで行政職員が直接お届

けするものです。事務所体制を縮小し、人件費の適正化を図りつつ、サービス

の質を低下させない方策として、まず、石黒地区を中心に人口の少ない集落を

対象に試行を開始します。また、このサービスの実施に当たっては、より厳格

な個人確認が必要となることから、対象集落の全ての方々から、マイナンバー

カードを取得していただく取り組みを推進します。 

 新庁舎の建設については、２０２０年度の完成を目指して、３カ年継続事業

の２年目として工事を進めてまいります。あわせて、庁内サービスの見直しや、

家具・什器類の選定、あるいは引っ越しの段取りなどを、より精緻化する作業

を行ってまいります。 

 続いて、財政の観点から申し述べます。経済・社会情勢の変化により多様化

する市民ニーズに迅速かつ的確に応えながら、質の高い行政経営による市民サ
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ービスの向上を図るため、最終年度となる第二次行政経営プランを着実に推進

するとともに、事業峻別を継続するなどにより不断の行財政改革を一層推進し、

堅実な行政経営と、持続可能な財政基盤の確立を目指します。また、債権管理

の一元化により、債権管理の適正化・効率化および財源確保ならびに市民負担

の公平性の確保を図ってまいります。 

 土地取引の円滑化、土地資産の有効活用・保全などの課題に対応するため、

国土調査法に基づき、土地の実態を正確に把握する地籍調査に着手します。 

 公共施設などのマネジメントにおいては、最適な配置の実現や財政負担の軽

減を目指すため、公共施設等総合管理計画に基づき、モデル地区を設定するな

どにより公共施設の更新・統廃合・長寿命化などを具体的に進めてまいります。

さらに、地方公会計における財務書類を活用することで、適切な資産管理、受

益者負担の適正化、行政評価などを積極的に推進するとともに、情報開示の視

点を持った予算書の見える化「デジタル予算書」について、具体的な研究・検

討を始めます。なお、使用済核燃料税の経年累進課税化については、関係機関

と協議を継続し、必ず実現させます。 

 今年度予算は、第五次総合計画に掲げる本市における最重要課題である「人

口減少・少子高齢化の同時進行への対応」に向け、事業峻別により生み出した

財源を活用しながら、人材育成や確保対策、特に介護分野に係る人材の確保事

業、また、地域エネルギー関連事業やものづくり産業を始めとする産業振興に

資する事業などについて、予算を重点的に配分いたしました。 

 歳入においては、自主財源の根幹となる市税は、個人市民税および軽自動車

税で多少の増が見込めるものの、法人市民税、固定資産税およびたばこ税が減

少する見込みとなることなどから全体としては昨年度に比較して１・４％減と

なる約１５５億３千万円を計上いたしました。 
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 地方交付税においては、普通交付税について、今年度が合併算定替の縮減４

年度目になることや地方財政計画、新潟県中越沖地震に係る災害復旧事業債の

償還が減少することなどを考慮し、４億円減額の５５億円を、また、普通交付

税の振替である臨時財政対策債も同様に推計した結果、昨年度予算額から２億

６千万円減額の１４億２千万円を見込みました。 

 歳入全体につきましては、財源不足が厳しい状況でありましたが、市民ニー

ズに的確に対応するために不可欠な事業を着実に展開する必要があることから、

財政調整基金１１億円、減債基金約１億４千万円を取り崩して収支のバランス

を図ったところです。 

 以上申し上げた施策を含む今年度の当初予算規模は、一般会計が４７６億円、

昨年度比７・６％の減となりました。ただし、市債償還に係る借換債が約８億

３千万円ありますので、実質的には約４６７億７千万円、昨年度比８・４％の

減となっています。なお、昨年度におきましては、ガス事業清算特別会計から

５８億４千万円を繰り入れるという特殊要因がありましたので、これを除いて

比較しますと、昨年度比３・５％の増となります。 

 昨年度に比して、２年度目を迎える新庁舎建設工事、防災情報通信システム

整備の本格着手、常備消防車両整備、産地パワーアップ事業などの大幅増額は

あるものの、融資預託金の減額、総合体育館整備や高機能消防指令センター改

修の終了に加え、ガス事業清算特別会計繰入金の皆減、新潟県中越沖地震関連

の災害復旧事業債償還が最終年度となることによる公債費、下水道事業会計繰

出金の減などにより予算総額が減少しています。 

 また、特別会計と公営企業会計の合計が約３５０億５千万円、合わせますと

総予算額は約８２６億５千万円となり、ガス事業清算特別会計廃止などにより

昨年度比１３・１％の減となりました。 
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 これら予算を実際に執行させていただくのは、市職員です。市民の皆さまの

声を伺い、市民の皆さまの今難儀されていることに気付き、できる限り速やか

に対応いたします。ときに年度途中であっても、変更もあり得ます。スピード

が求められています。想像力が求められています。まずは市民の皆さまの目の

前にある難儀に対応させていただく、しかし、その先のことも忘れず、一人の

職員がさまざまな経験を経て、より柔軟な、より創造的な発想ができる、対応

ができる多能工的な資質を求めてまいります。 

 市長の視点、女性の視点、男性の視点、お年寄りの視点、子どもの視点、障

がいをお持ちの方の視点、民間の視点、公の視点。さまざまな視点から見て、

市民の皆さまからどのような施策が今最も求められているか、将来のために役

立つか、立案できるような職員となるべく、意識改革を求めてまいります。 

 さて、今年は、４月に県議会議員一般選挙および市議会議員一般選挙が、夏

には参議院議員通常選挙が執行されます。これらの選挙の期日前投票について、

今年度から試行的に、車両を使った「移動投票所」を開設する予定でおります。

２年前、職員から出されたアイデアの１つであります。人口減少地域における

投票率向上につながるよう、利便性を高めてまいります。 

 最後に、議会について申し上げます。柏崎市議会は、私の誇りです。激しい、

率直な議論、意見は異なるとも互いへの敬意、信頼。ただ、今現在の柏崎市議

会は、この１年の間に３つの倫理審査会を抱え、関連して裁判があります。全

て議員さん、前議員さんに関わることであります。このようなことは新潟県内

のみならず、日本中にありません。調べる限り、１０年遡ってもありません。 

 以前、議場でも申し上げました。急速な社会構造の変化、市民ニーズの多様

化、厳しい財政状況。私にはそれほど大きな力はありません。能力はありませ

ん。議会の皆さまの力が必要なのです。今回の議会費に関する提案は誇りある
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柏崎市議会を取り戻すための私の思いであると何とぞご理解ください。 

 

むすびに 

 旧約聖書「創世記」の中に、バベルの塔が出てまいります。途中で崩された、

もしくは崩れたこの塔は、一般的に天、つまり神にまで届かんとするようなも

のを作ろうとした人間の傲慢、尊大を戒めんがため、と解釈されております。

そして、また、この塔は、現在のオランダの画家ブリューゲルによって描かれ

ております。 

 上越市ご出身の美術史家森洋子氏は、このように解釈されております。「ブリ

ューゲルは美しい色彩の《バベルの塔》を提示しながら、この塔をひとつの地

上世界として伝えようとしている。この世はバベルの塔のように、決して完璧

ではなく、つねに非合理性や矛盾と隣りあわせている。しかし多くの人々はそ

れを認識せず、バベルの塔の労働者のように、当面の目的を果たすべく、黙々

と日々の営みに没頭する。人間社会ではマクロとミクロの共存は決して容易で

はないが、両者の調和こそ人生の豊かさの要因となるのではなかろうか」（「ピ

ーテル・ブリューゲルのウィーンの《バベルの塔》を詳察する」） 

 過日、柏崎エネルギーフォーラムから提案がなされました。「柏崎の地域振興

に関する提案 ―これからの原子力立地地域の在り方」であります。同フォー

ラムは、昭和４７年８月「原子力発電所の建設と地域開発を推進する会」とし

て発足した団体であります。 今回のご提案で注目したいのは「原子力発電所

の再稼働による国策への貢献」を高らかに謳うと同時に「未来に向けて次世代

エネルギーへの投資を促し、地域産業の発展と住民の生活向上を実現したい」

としていることであります。また「当地に、次世代エネルギー分野における国

家プロジェクトの誘致および研究機関の設置を実現する」と結んでいらっしゃ
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ることであります。 

 昭和４４年（１９６９年）、柏崎市議会の原発誘致決議以来、今年で５０年。

今回のご提案の中には今までにない小さな芽が含まれます。しかし、新たな芽

です。大きな可能性を生み出す萌芽であると認識し、高く評価させていただく

ものであります。 

 私は今年、平成結びの年、新たなる元号が生まれる年、そして２０１９年を

「強くやさしい柏崎・ファースト」と位置付け、柏崎市民の皆さまの安全・安

心を確固たるものとし、調和し、豊かさを求め、難儀な、アップダウンの多い

「細い道」を市民の代表たる議会、誇りある柏崎市議会の皆さまと共に歩んで

まいりたいと思います。 

「少し変わる勇気」「強くやさしい柏崎」「洗練された田舎」 

それぞれ、矛盾や相対するもの、多様性を含む言葉であります。しかし、そこ

にこそ「細い道」が存在し、柏崎の可能性が大きく展開していくものと確信し

ております。忌憚の無いご批判、ご意見を賜りながら、私は「細い道」を渾身

の力を込め、切り拓いてまいりたいと思います。柏崎市民の皆さま方のお力添

えとご理解を心よりお願い申し上げ、施政方針といたします。 


